
別記
様式第１号（第３条関係）

宮　崎　県　知　事　殿
　

　

記入日 年 月 日

-

2 ※債権者番号の欄は継続申請の方のみ記入

　申請する営業種目

委任先（支店・営業所等）の有無 有 無

※該当する方に〇

請求書等の使用印の有無 有 無 「有」の場合は、競争入札参加資格審査等事務処理要領で定める「使用印届」を提出してください。

※該当する方に〇

物品管理調達課記入欄

一次審査者

氏　　　名
（法人にあっては
代表者職氏名）

申請書記入責任者
（内容等照会先）

　　電話　　    　　（　  　）　 　　FAX　　    　　（　  　）　

所属名

職・氏名

メールアドレス

業務内容を具体的に記入してください。
（ただし、１業務１２文字以内）

「有」の場合は、「別紙１　業務の委任先一覧表」及び競争入札参加資格審査等事務処理要領で定める
「委任状」を提出してください。

名

等

理

称

店

の

－

代

種目記号

メールアドレス

－

主　　　な

取扱品目

－ － －

※必ず記入してください

電話番号

－

種 目 名

債権者番号

（１） 物品に関する業種 （２） 役務の提供に関する業務

その他の種目 主な営業種目 その他の種目

　　市外局番　　   　局     番　　　　　　番　　号

     （               ）　 ＦＡＸ番号
　　市外局番　　   　局     番　　　　　　番　　号

主な営業種目

     （               ）　

（カ ナ）
商号又は
名　　称

競 争 入 札 参 加 資 格 審 査 申 請 書

私 （ 申 請 者 ） は 、 宮 崎 県 が 発 注 す る 物 品 の 買 入 れ 等 に 係 る 契 約 の 入 札
に 参 加 し た い の で 、 指 定 の 書 類 を 添 え て 、 競 争 入 札 参 加 資 格 の 審 査 を 申
請 し ま す 。

な お 、 こ の 競 争 入 札 参 加 資 格 審 査 申 請 書 及 び 添 付 書 類 の 全 て の 記 載 事
項 は 、 事 実 と 相 違 な い こ と を 誓 約 し ま す 。

　※県が電子情報処理組織を使用して登記情報を入手し、又は参照することについて同意した場合のみ記入してください。

登記情報の
入手・参照
について (　　　同意する　　　・　　　同意しない　　　）

　県が電子情報処理組織を使用して登記情報を入手し、又は参照することについて同意しますか。

申　請　者

住所又は
所 在 地

会社法人等
番　　号

（この欄は任意記入）



別　紙　１

代表者職氏名

業務の委任先

-

2

※債権者番号の欄は、継続申請の場合に記入すること。

-

2

※債権者番号の欄は、継続申請の場合に記入すること。

-

2

※債権者番号の欄は、継続申請の場合に記入すること。

-

2

※債権者番号の欄は、継続申請の場合に記入すること。

代表者
職・氏名

代表者
職・氏名

代表者
職・氏名

代表者
職・氏名

※必ず記入してください

※必ず記入してください

債権者番号

債権者番号

メールアドレス ※必ず記入してください

名　　称

電話番号
　　市外局番　　　局　　番　　　　　　　番　　号

ＦＡＸ番号
　　市外局番　　　局　　番　　　　　　　番　　号

　　　　　　　（　　　　） 　　　　　　　（　　　　）

（カ ナ）
商号又は
名　　称

　　市外局番　　　局　　番　　　　　　　番　　号 　　市外局番　　　局　　番　　　　　　　番　　号

メールアドレス

（カ ナ）
商号又は
名　　称

電話番号
　　市外局番　　　局　　番　　　　　　　番　　号

ＦＡＸ番号
　　市外局番　　　局　　番　　　　　　　番　　号

　　　　　　　（　　　　） 　　　　　　　（　　　　）

商号又は
名称

業　務　の　委　任　先　一　覧　表

住所又は
所 在 地

住所又は
所 在 地

（カ ナ）
商号又は
名　　称

メールアドレス

債権者番号

電話番号 ＦＡＸ番号
　　　　　　　（　　　　） 　　　　　　　（　　　　）

住所又は
所 在 地

（カ ナ）
商号又は

電話番号
　　市外局番　　　局　　番　　　　　　　番　　号

ＦＡＸ番号
　　市外局番　　　局　　番　　　　　　　番　　号

　　　　　　　（　　　　） 　　　　　　　（　　　　）

メールアドレス ※必ず記入してください

債権者番号

住所又は
所 在 地



別　紙　２

代表者職氏名

１　 営　業　概　要

　（１）営 業 等 の 状 況

  （２）　資本の状況（法人のみ記入）

２　申請する営業種目の許可、認可等

取得年月日

流　　動　　資　　産 　　　　　　　　　　　　　　　　　円

流　　動　　負　　債 　　　　　　　　　　　　　　　　　円

許可、認可等の名称 取得者氏名 取得番号等

負 債 ・ 純 資 産 合 計 　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（う ち純 資 産 合 計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（う　ち　資　本　金） 　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（上記のうち雇用している障がい者数）
人 人 人

従　　業　　員　　数
人 人 人

常　勤（正社員） その他（臨時・パート） 合　　計

登  記  簿  上  の  営  業  年  数 　　　　　　　　　　　　            年

商号又は名称

年    間     売     上     総     額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

営業概要及び申請する営業種目の許可、認可等について



別　紙　３

フ　　　リ　　　ガ　　　ナ

氏　　　　　　　　名 役　　職　　名 生年月日（元号） 性             別

　　　　（注）　受任者についても必ず記入してください。

※　収集した個人情報については、入札参加資格の確認のために使用し、その他の目的のためには一切使用しません。

１．本様式を宮崎県が宮崎県警察本部に照会することについて異議ありません。

２．虚偽の記載等を行った場合には、競争入札参加資格の取消し、契約の解除等がなされても異存ありません。

　　　　　年　　　　月　　　　日

住所

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　

記入責任者 職・氏名

連　絡　先 電　　話 　　　　　　  　（　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　

役　員　の　一　覧　表



                            

別 紙 ４                                

特別徴収実施確認・開始誓約書 

   年   月   日 

 

  

住所                  

商号又は名称              

代表者職氏名                 

 

チェック欄（該当する項目にチェックを入れてください。） 

□  当事業所は、現在      市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従業員等の個人住民

税について、特別徴収を実施し納付しています。 

              → 直近の領収証書の写しを貼付してください。 

 

 

 

 

 

＜県外事務所で宮崎県内に事業所がなく居住する従業員もいない場合＞ 

□  当事務所は、宮崎県内に事業所（支店又は営業所を含む。）がなく、かつ、宮崎県内に居住する 

従業員がいません。 

 

＜添付する領収証書の写しがない場合＞ 

□ 当事務所は、現在      市（町・村）の特別徴収義務者の 

  指定（特別徴収義務者番号             ）を受け、 

  従業員等の個人住民税について、特別徴収を実施しています。  

→ 確認印を受けてください。 

 

 ＜特別徴収義務がない場合＞ 

□ 当事業所は、特別徴収義務のない事業所です。 

→ 確認印を受けてください。 

 

 ＜開始誓約＞ 

□ 当事業所は、  年  月から、従業員等の個人住民税に 

  ついて、特別徴収を開始することを誓約します。 

  つきましては、特別徴収税額の決定通知書を当社（者）宛てに 

  送付してください。 

→ 確認印を受けてください。 

 

 

市（町・村）確認印 

 

直近の領収証書の写しを貼付してください。 

（注 複数の市町村に納税している場合、貼付する領収証書は、 

最も納税者の多い市町村の領収証書のみで可） 


